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改正社会福祉法の施行に向けた検討事項について協議 
～第 17 回社会保障審議会福祉部会開催～ 

 

「社会福祉法等の一部を改正する法律」の成立（本ニュース№16-02 で既報）を受け、

平成 29 年 4 月 1 日施行の項目に係る課題について、4 月 19 日に再開された社会保障審議

会福祉部会で順次検討が進められています。 

4 月 19 日に開催された第 16 回では、今後の主な検討課題として、①評議員の員数に係

る経過措置*1、②会計監査人の設置法人*2、③控除対象財産の算定方法、④地域協議会の

4 点が挙げられました（本ニュース№16-12 で既報）。 

続く、5月 20 日の第 17 回では、上記検討課題のうち、①評議員の員数に係る経過措置、

および②会計監査人の設置義務法人の範囲について意見交換がされました。 

評議員会の員数に係る経過措置に関しては、対象とする法人の事業規模について意見交

換が行われ、これを踏まえて、次回第 18 回部会（6 月 10 日）に厚生労働省から基準案が

出される予定です。 

会計監査人の設置義務法人の範囲については、都道府県別の公認会計士数・社会福祉法

人数の規模別・推計値の資料が提出されました。委員からは、監査を受ける社会福祉法人

の体制整備のみならず、監査を実施する公認会計士等の準備状況等を踏まえた検討が必要

である等の意見等が挙げられました。 

また、会計監査人の設置が義務付けられない法人についても、財務規律の向上のため、

事業規模や実態に即して必要な支援を受けられる仕組みが必要である旨の意見が出されて

います。 

*1 平成 29 年度施行の社会福祉法改正により、評議員の員数は「7人以上(理事の員数を超える人数)」。 

「一定の事業規模を超えない法人」は、施行から 3年間、評議員の員数を「4人以上」とする経過措置。 

*2 同法改正により、一定の事業規模を超える法人に対して、会計監査人による監査が義務付けられる。 

※社会保障審議会 福祉部会の各回資料は、下記をご参照ください。 

厚生労働省ホーム > 政策について > 審議会・研究会等 > 社会保障審議会（福祉部会） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000125107.html 
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平成 28 年度幼稚園教員資格認定試験が実施されます【周知】 

○平成 28年度 幼稚園教員資格認定試験 

文部科学省で毎年実施している幼稚園教員資格認定試験について、平成 28 年度の案内が

示されました。 

幼稚園教員資格認定試験は、保育所等で、保育士として一定の在職経験（3 年以上）を

有する方が幼稚園教諭免許状を取得する方策として実施されているものです。 

詳しくは、文部科学省のホームページ「平成 28 年度 幼稚園教員資格認定試験の案内」

をご覧ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/nintei/1370101.htm 

 

○幼稚園教諭免許状の取得要件を緩和する特例措置（～平成 31年） 

なお、平成 27 年 4 月に施行された子ども・子育て支援新制度では、新たな「幼保連携

型認定こども園」に配置される「保育教諭」に、「幼稚園教諭免許状」と「保育士資格」を

併有することが求められています。 

その際、保育士資格を有する方の実務経験を評価して、幼稚園教諭免許状の取得要件を

緩和する特例措置が、上記の幼稚園教員資格認定試験とは別に、制度の施行後 5 年間（平

成 27 年～平成 31 年）に設けられています。 

詳しくは、文部科学省のホームページをご覧ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1339596.htm 

 

○放送大学 幼稚園教諭免許状の取得に必要な科目受講ができるコースを開講 

放送大学では、この特例制度による免許取得に対応し、保育士資格のみを有する方を対

象に幼稚園教諭免許状の取得に必要な科目を受講できるコースを開講しています。教員養

成校（大学等）がお近くにない場合でも、ラジオやインターネットによる受講が可能とな

っています。これから幼稚園教諭免許の取得を考えていらっしゃる方はご検討ください。 

■各科目をラジオ・インターネットで学習できます。 

■履修パターン別費用 

◆選科履修生として 1 学期（各年度 4月）に入学し、1 年間（翌年 3月まで）で全科目

（5科目 8単位）を履修する場合 ⇒ 53,000 円 

◆科目履修生として 2 学期（各年度 10 月）に入学し、半年間（翌年 3 月まで）で全科

目（5 科目 8 単位）を履修する場合 ⇒ 51,000 円 

■スクーリング（面接事業）はありません。 

■各学期中の 7 月及び 1 月の下旬に、全都道府県に設置された放送大学のキャンパスであ

る学習センターにて、単位認定試験を受験し合格することが必要です。 

詳しくは放送大学のホームページをご覧ください。 

（放送大学での特例制度による幼稚園教諭免許状取得方法紹介ページ） 

http://www.ouj.ac.jp/lp/lp22/ 
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